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本
日
は
、
税
務
行
政
を
お
預
か
り
し
て
い
る

私
ど
も
が
現
状
を
ど
う
考
え
て
い
て
、
ど
の
よ

う
な
課
題
に
取
り
組
も
う
と
し
て
い
る
の
か
に

つ
い
て
お
話
し
い
た
し
ま
す
。
ま
た
税
務
行
政

を
円
滑
に
執
行
す
る
上
で
、
坂
本
孝
司
T
K
C

全
国
会
会
長
を
は
じ
め
T
K
C
会
員
の
皆
様
、

税
理
士
の
先
生
方
と
日
頃
か
ら
非
常
に
良
い
パ

ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で
仕
事
を
さ
せ
て
い
た
だ
い

て
い
る
こ
と
に
、
感
謝
申
し
上
げ
た
い
と
存
じ

ま
す
。

そ
れ
で
は
「
税
務
行
政
の
現
状
と
課
題
」
に

つ
い
て
、
次
の
五
つ
の
章
に
沿
っ
て
お
話
し
い

た
し
ま
す
。

1
．
国
税
庁
の
任
務
と
使
命

2
．
税
務
行
政
の
現
状

3
．
税
務
行
政
の
デ
ジ
タ
ル
・
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ

ー
メ
ー
シ
ョ
ン
〜
税
務
行
政
の
将
来
像

2
0
2
3
〜

4
．
重
点
課
題
へ
の
取
組

5
．
酒
類
行
政

「
国
税
庁
の
組
織
理
念
」を
策
定

私
ど
も
は
令
和
3
年
に
、「
国
税
庁
の
組
織

税
務
行
政
の
現
状
と
課
題

国
税
庁
長
官
官
房
審
議
官
　

国
税
庁
長
官
官
房
審
議
官
　
斎
須
朋
之

斎
須
朋
之  

氏氏

■
と
き

：

令
和
6
年
10
月
18
日
㈮

講演Ⅰ

◎斎須朋之（さいす・ともゆき）氏
平成5年4月大蔵省（現財務省）入省、主計局主計官等を歴任。
令和3年10月復興庁統括官付審議官、令和4年6月厚生労働省
大臣官房審議官、令和6年7月国税庁長官官房審議官に就任。

は
じ
め
に

国
税
庁
の
任
務
と
使
命

1
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理
念
」
を
策
定
し
ま
し
た
（
資
料
1
）。
国
税
庁

の
「
使
命
」
は
、申
告
納
税
制
度
の
も
と
で
「
納

税
者
の
自
発
的
な
納
税
義
務
の
履
行
を
適
正
か

つ
円
滑
に
実
現
す
る
」
で
す
。「
任
務
」
は
設

置
法
上
規
定
さ
れ
て
い
て
三
つ
あ
り
、
最
も
重

要
な
の
は
「
内
国
税
の
適
正
か
つ
公
平
な
賦
課

及
び
徴
収
の
実
現
」
で
す
。
二
つ
目
は
か
つ
て

の
主
要
な
歳
入
の
源
で
、
現
在
も
1
兆
円
を
超

え
る
税
収
で
あ
る
酒
税
の
保
全
を
目
的
の
一
つ

と
す
る
「
酒
類
業
の
健
全
な
発
達
」
で
す
。
三

つ
目
は「
税
理
士
業
務
の
適
正
な
運
営
の
確
保
」

で
す
。
国
税
庁
が
税
務
行
政
を
執
行
す
る
上
で
、

税
理
士
の
先
生
方
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
は

非
常
に
重
要
な
課
題
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

「
組
織
と
し
て
目
指
す
姿
」
に
は
、
ス
ロ
ー

ガ
ン
に
「
信
頼
で 

国
の
財
政 

支
え
る
組
織
」

を
掲
げ
、
次
の
三
つ
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

◦
経
済
社
会
の
変
化
に
柔
軟
に
対
応
し
、
納
税

者
の
利
便
性
を
向
上
さ
せ
、
絶
え
ず
進
化
し

続
け
る
組
織
。

◦
課
税
・
徴
収
を
効
率
化
・
高
度
化
し
、
幅
広

い
関
係
者
と
連
携
し
な
が
ら
、
厳
正
か
つ
的

確
に
調
査
・
滞
納
処
分
を
行
う
組
織
。

◦
職
員
一
人
一
人
の
多
様
性
を
尊
重
し
、
明
る

く
風
通
し
が
良
く
、
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
で
高
い

パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
発
揮
す
る
組
織
。

ま
た
「
行
動
規
範
」
に
は
、「
使
命
感
を
胸

に
挑
戦
す
る 

税
の

プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ

ル
」
を
掲
げ
、
次
の

三
つ
に
取
り
組
ん
で

い
ま
す
。

◦
職
務
上
知
り
得
た

秘
密
を
守
り
、
綱

紀
を
保
持
し
ま
す
。

不
正
を
断
固
と
し

て
許
さ
ず
、
公
正

か
つ
誠
実
に
職
務

を
遂
行
し
ま
す
。

◦
参
加
意
識
と
チ
ャ

レ
ン
ジ
精
神
を
も

っ
て
、
常
に
業
務

を
見
直
し
、
事
務

を
効
率
化
・
高
度

化
し
ま
す
。

◦
専
門
的
な
知
識
や

技
術
の
習
得
に
努

め
、
自
ら
の
能
力

を
最
大
限
に
発
揮

し
ま
す
。

全
て
の
国
税
職
員
、

税
務
署
員
は
年
に
1

回
、
こ
の
組
織
理
念

を
題
材
に
し
て
議
論

使命 納税者の自発的な納税義務の履行を適正かつ円滑に実現する。

任務

⚫ 内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現

⚫ 酒類業の健全な発達

⚫ 税理士業務の適正な運営の確保

国税庁の組織理念

⚫ 経済社会の変化に柔軟に対応し、納税者の利便性を向上させ、絶えず進化し続ける組織。

⚫ 課税・徴収を効率化・高度化し、幅広い関係者と連携しながら、厳正かつ的確に調査・滞納処分を行う組織。

⚫ 職員一人一人の多様性を尊重し、明るく風通しが良く、チームワークで高いパフォーマンスを発揮する組織。

組織として目指す姿 信頼で 国の財政 支える組織

使命感を胸に挑戦する 税のプロフェッショナル行動規範

⚫ 職務上知り得た秘密を守り、綱紀を保持します。不正を断固として許さず、公正かつ誠実に職務を遂行します。

⚫ 参加意識とチャレンジ精神をもって、常に業務を見直し、事務を効率化・高度化します。

⚫ 専門的な知識や技術の習得に努め、自らの能力を最大限に発揮します。

１ 国税庁の任務と使命

3

▪資料1
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を
行
っ
て
い
ま
す
。
組
織
理
念
が
陳
腐
化
し
な

い
よ
う
、
常
に
原
点
に
立
ち
返
っ
て
日
々
の
職

務
に
当
た
る
た
め
に
実
施
し
て
い
ま
す
。

国
税
庁
の
定
員
（
本
庁
・
国
税
局
・
税
務
署
・

税
務
大
学
校
・
国
税
不
服
審
判
所
）
は
現
在
、
約
5

万
6
0
0
0
人
で
す
。
国
税
庁
（
本
庁
）
の
職

員
数
は
1
1
0
0
人
強
で
、
全
国
11
の
国
税
局

と
沖
縄
国
税
事
務
所
を
合
わ
せ
た
人
数
は
1
万

6
7
0
0
人
強
で
す
。
最
も
多
い
の
は
全
国
に

5
2
4
あ
る
税
務
署
で
、
3
万
7
7
0
0
人
強

で
す
。

国
税
組
織
は
発
足
か
ら
75
年
ほ
ど
経
ち
ま
す

が
、
5
万
〜
6
万
人
の
規
模
で
運
営
さ
れ
て
き

ま
し
た
。
日
本
の
人
口
あ
る
い
は
経
済
規
模
が

大
き
く
変
わ
る
中
で
、
発
足
以
来
、
大
体
同
じ

規
模
の
ま
ま
現
在
に
至
っ
て
い
る
と
い
う
こ
と

で
す
。

「
正
直
者
に
は
尊
敬
の
的
、悪
徳
者
に
は
畏
怖
の
的
」

国
税
組
織
の
歴
史
を
遡
り
ま
す
。
税
は
国
の

存
在
と
共
に
太
古
か
ら
あ
り
ま
す
が
、
わ
が
国

で
は
明
治
時
代
に
中
央
集
権
と
な
り
、
大
蔵
省

が
で
き
ま
し
た
（
明
治
2
年
）。
そ
の
当
時
、
租

税
の
徴
収
を
行
っ
て
い
た
の
は
府
県
で
、
税
務

署
が
で
き
た
の
は
明
治
29
年
で
す
。
国
税
庁
が

創
設
さ
れ
た
の
は
終
戦
後
の
昭
和
24
年
で
す
か

ら
、
国
税
庁
よ
り
も
税
務
署
の
ほ
う
が
歴
史
は

長
い
と
い
う
こ
と
で
す
。

国
税
庁
は
、
日
本
が
終
戦
を
迎
え
、「
シ
ャ
ウ

プ
勧
告
」
が
出
さ
れ
て
税
の
在
り
方
が
大
き
く
変

わ
る
頃
に
創
設
さ
れ
ま
し
た
。
ア
メ
リ
カ
の
内
国

歳
入
庁
（
I
R
S
：Internal Revenue Service

）

の
組
織
を
参
考
に
作
ら
れ
、
国
税
庁
の
下
に
国

税
局
、
そ
の
下
に
税
務
署
を
設
置
す
る
一
元
的

な
税
務
行
政
機
構
が
確
立
さ
れ
ま
し
た
。

国
税
庁
の
開
庁
式
に
お
い
て
、
国
税
庁
創
設

に
重
要
な
役
割
を
果
た
し
た
G
H
Q
内
国
歳
入

課
長
の
ハ
ロ
ル
ド
・
モ
ス
氏
か
ら
国
税
庁
の
あ

る
べ
き
姿
と
し
て
贈
ら
れ
た
ス
ロ
ー
ガ
ン
が
、

「
正
直
者
に
は
尊
敬
の
的
、
悪
徳
者
に
は
畏
怖

の
的
」
で
し
た
。
こ
う
し
た
国
税
庁
発
足
時
の

教
え
や
、
組
織
を
作
っ
た
人
た
ち
の
思
い
を
私

ど
も
は
し
っ
か
り
胸
に
刻
み
、
税
務
行
政
の
執

行
に
携
わ
っ
て
い
ま
す
。

次
に
税
理
士
制
度
の
沿
革
等
を
確
認
し
た
い

と
思
い
ま
す
。
ご
承
知
の
通
り
、
税
理
士
法
は

昭
和
26
年
に
制
定
さ
れ
ま
し
た
。
昭
和
17
年
に

「
税
務
代
理
士
法
」
が
で
き
ま
し
た
が
、
こ
れ

は
日
清
、
日
中
戦
争
を
経
て
財
政
収
入
を
確
保

す
る
必
要
性
が
高
ま
る
中
で
、
さ
ま
ざ
ま
な
税

務
上
の
事
務
負
担
の
増
加
を
助
け
る
税
務
代
理

業
が
自
然
発
生
的
に
で
き
た
こ
と
を
受
け
て
制

度
化
さ
れ
た
も
の
で
す
。

戦
後
、「
シ
ャ
ウ
プ
勧
告
」
を
経
て
国
税
庁

が
で
き
、
税
理
士
法
が
で
き
て
税
務
の
プ
ロ
フ

ェ
ッ
シ
ョ
ン
が
誕
生
し
た
わ
け
で
す
。
こ
の
税

理
士
制
度
は
ど
の
国
に
も
あ
る
わ
け
で
は
な
く
、

日
本
や
ド
イ
ツ
、
韓
国
、
中
国
に
存
在
し
て
い

ま
す
。
そ
の
中
で
こ
と
日
本
に
お
い
て
は
、
税

務
行
政
の
執
行
上
、
欠
く
べ
か
ら
ざ
る
パ
ー
ト

ナ
ー
と
い
う
確
固
た
る
地
位
を
築
い
て
お
ら
れ

ま
す
。

法
人
数
や
確
定
申
告
件
数
等
は
増
加
、実
調
率
は
低
下

税
務
行
政
を
め
ぐ
り
、
私
ど
も
が
直
面
し
て

い
る
現
状
を
確
認
し
ま
す
。
ま
ず
、
一
般
会
計

税
収
と
一
般
会
計
歳
出
に
つ
い
て
、
令
和
に
入

り
コ
ロ
ナ
禍
も
起
き
た
こ
と
で
財
政
支
出
が
飛

躍
的
に
伸
び
、
大
変
な
歳
出
規
模
に
な
っ
て
い

ま
す
（
資
料
2
）。
歳
出
が
税
収
を
上
回
る
状
況

が
続
い
て
お
り
、
そ
の
差
は
借
金
（
建
設
公
債
・

特
例
公
債
）
に
よ
っ
て
賄
わ
れ
て
い
ま
す
。
的
確

な
税
収
の
確
保
が
重
要
で
す
が
、
そ
の
た
め
に

は
国
民
の
税
の
執
行
に
対
す
る
信
頼
確
保
が
引

き
続
き
大
き
な
課
題
で
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

税
収
を
税
目
別
に
み
る
と
、
大
き
い
の
は
所

税
務
行
政
の
現
状

2
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得
税
、
法
人
税
、
消

費
税
の
い
わ
ゆ
る
三

税
で
す
。
消
費
税
は

累
次
の
税
率
引
上
げ

に
よ
り
上
が
り
続
け
、

現
在
、
20
兆
円
を
超

え
る
規
模
と
な
っ
て

い
ま
す
。
所
得
税
は

定
額
減
税
に
よ
り
足

元
は
下
が
っ
て
い
ま

す
が
、
こ
ち
ら
も
20

兆
円
の
歳
入
を
稼
ぐ

力
が
あ
り
ま
す
。
法

人
税
も
最
近
は
景
気

の
動
向
を
反
映
し
て

右
肩
上
が
り
で
上
が

っ
て
き
て
い
ま
す
。

そ
う
し
た
中
で
、

所
得
税
の
申
告
件
数

は
平
成
元
年
分
の

1
6
9
7
万
件
に
対

し
て
、
令
和
5
年
分

は
2
3
2
4
万
件
で

す
（
＋
36
・
9
%
）。

法
人
数
は
平
成
元
年

分
は
2
3
5
万
法
人

で
し
た
が
令
和
4
年

分
は
3
3
4
万
法
人
で
す
（
＋
42
・
1
%
）。
相

続
税
申
告
件
数
も
平
成
27
年
の
基
礎
控
除
額
の

引
下
げ
以
降
、
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
対

し
て
税
務
行
政
を
担
う
国
税
庁
の
定
員
は
平
成

元
年
度
5
万
4
3
7
6
人
か
ら
令
和
6
年
度
5

万
6
3
8
0
人
と
あ
ま
り
変
わ
っ
て
い
ま
せ
ん

（
＋
3
・
7
%
）。
税
務
調
査
の
実
調
率
は
全
体
的

に
右
肩
下
が
り
で
す
。
コ
ロ
ナ
禍
で
か
な
り
落

ち
た
の
で
こ
こ
数
年
上
げ
て
き
て
は
い
る
も
の
の
、

コ
ロ
ナ
禍
前
の
水
準
に
は
届
い
て
い
ま
せ
ん
。

租
税
の
滞
納
状
況
は
、
ピ
ー
ク
時
（
平
成
10

年
度
）
の
3
兆
円
に
近
い
状
況
と
比
べ
る
と
大

分
下
が
っ
て
い
ま
す
が
、
令
和
に
入
り
増
加
傾

向
に
あ
り
、
足
元
は
9
2
7
6
億
円
で
す
。
税

目
別
で
多
い
の
は
所
得
税
、
消
費
税
で
す
。
滞

納
発
生
割
合
は
過
去
10
年
、
1
%
前
後
で
推
移

し
て
い
ま
す
。

所
得
税
の
実
地
調
査
件
数
は
平
成
30
事
務
年

度
の
7
万
3
5
7
9
件
に
対
し
て
、
令
和
4
事

務
年
度
は
4
万
6
3
0
6
件
と
、
コ
ロ
ナ
禍
前

の
水
準
に
戻
っ
て
い
ま
せ
ん
。
追
徴
税
額
は
平

成
30
事
務
年
度
は
9
6
1
億
円
で
し
た
が
、
令

和
4
事
務
年
度
は
1
0
1
5
億
円
と
上
が
っ
て

い
ま
す
。
件
数
は
減
っ
て
い
る
の
で
的
を
絞
っ

た
調
査
が
で
き
て
い
る
と
も
い
え
ま
す
が
、
極

め
て
重
要
な
の
は
調
査
が
必
要
な
と
こ
ろ
に
し

っ
か
り
目
が
届
い
て
い
る
こ
と
で
す
。
今
後
も

一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

○ 我が国財政は歳出が税収を上回る状況が続いている。その差は借金（建設公債・特例公債）によって
賄われている。

２ 税務行政の現状

（年度）
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（注１）令和５年度までは決算、令和６年度は予算による。
（注２）公債発行額は、平成２年度は湾岸地域における平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時特別公債、平成６～８年度は消費税率３％から５％への引上げに先行して行った減税による租税収入の減

少を補うための減税特例公債、平成 年度は東日本大震災からの復興のために実施する施策の財源を調達するための復興債、平成 年度及び 年度は基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するため
の年金特例公債を除いている。

（注３）令和５年度の歳出については、令和６年度以降の防衛力整備計画対象経費の財源として活用する防衛力強化資金繰入 兆円が含まれている。

昭 昭 昭 平 平 平 平 平 平 令

（兆円）

一般会計税収（点線は当初予算ベース）

建設公債発行額

特例公債発行額

令

一般会計歳出（点線は当初予算ベース）

9

▪資料2
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調
査
の
在
り
方
に
つ
い
て
不
断
に
検
討
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

法
人
税
の
実
地
調
査
件
数
も
同
じ
よ
う
な
傾

向
で
、
平
成
30
事
務
年
度
は
9
万
9
0
0
0
件

で
し
た
が
、
令
和
4
事
務
年
度
は
6
万
2
0
0
0

件
で
す
。
1
件
当
た
り
の
追
徴
税
額
は
平
成
30

事
務
年
度
は
2
0
0
万
円
弱
で
し
た
が
、
令
和

4
事
務
年
度
は
3
0
0
万
円
強
で
す
。
相
続
税

の
実
地
調
査
件
数
も
平
成
30
事
務
年
度
は
1
万

2
0
0
0
件
余
り
で
し
た
が
、
足
元
で
は
約

8
0
0
0
件
と
低
い
水
準
に
あ
り
、
1
件
当
た

り
の
申
告
漏
れ
課
税
価
格
は
平
成
30
事
務
年
度

は
2
8
3
8
万
円
で
し
た
が
、
令
和
4
事
務
年

度
は
3
2
0
0
万
円
と
増
加
し
て
い
ま
す
。

将
来
を
考
え
る
上
で
、
経
済
動
向
は
な
か
な

か
予
測
が
当
た
ら
な
い
も
の
で
す
が
、
人
口
動

態
は
か
な
り
正
確
に
見
通
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。

令
和
5
年
の
我
が
国
の
将
来
推
計
人
口
に
よ
る

と
、
こ
の
先
も
や
は
り
少
子
高
齢
化
は
進
行
し

続
け
ま
す
。
ま
た
平
均
寿
命
は
80
歳
強
で
す
の

で
、
75
歳
以
上
の
後
期
高
齢
者
に
新
た
に
な
っ

た
方
は
10
年
く
ら
い
す
る
と
平
均
寿
命
に
達
し

ま
す
。
今
後
、
相
続
税
の
対
象
と
な
り
得
る
方

が
増
え
続
け
る
と
い
う
状
況
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

そ
れ
に
対
し
て
生
産
年
齢
人
口（
20
歳
か
ら
64
歳
）

は
ど
ん
ど
ん
少
な
く
な
り
、
人
手
不
足
は
今
後

も
日
本
経
済
全
体
に
影
響
を
与
え
る
も
の
と
思

い
ま
す
。

前
述
し
た
通
り
、
税
務
行
政
を
取
り
巻
く
環

境
の
変
化
と
し
て
、
法
人
数
や
所
得
税
の
確
定

申
告
件
数
等
は
増
加
し
、
ま
た
経
済
の
国
際
化

に
よ
り
対
外
直
接
投
資
も
大
幅
に
増
え
て
い
ま

す
（
資
料
3
）。
今
後
も
こ
う
い
っ
た
傾
向
は
続

く
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。
こ
れ
に
対
し
て
国
税

庁
の
定
員
、
予
算
は
あ
ま
り
変
わ
っ
て
お
ら
ず
、

実
調
率
は
平
成
以
来
低
下
傾
向
で
す
。
こ
う
し

た
状
況
に
的
確
に
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
る

と
考
え
て
い
ま
す
。

事
業
者
の
業
務
の
デ
ジ
タ
ル
化
促
進
で
税
務
を

起
点
と
し
た
社
会
全
体
の
D
X
を
推
進

こ
う
し
た
状
況
を
認
識
し
た
上
で
、
私
ど
も

は
昨
年
（
令
和
5
年
）、「
税
務
行
政
の
将
来
像

2
0
2
3
」
を
公
表
し
ま
し
た
（
資
料
4
）。
そ

こ
で
は
大
き
く
三
つ
の
柱
を
立
て
て
い
ま
す
。

一
つ
目
は
、「
納
税
者
の
利
便
性
の
向
上

〈“
納
税
者
目
線
”
の
徹
底
〉」
で
す
。

二
つ
目
は
、「
課
税
・
徴
収
事
務
の
効
率

化
・
高
度
化
〈“
デ
ー
タ
の
活
用
”
の
徹
底
〉」

で
す
。

三
つ
目
は
、
税
務
行
政
と
し
て
は
一
歩
踏
み

出
し
た
感
は
あ
り
ま
す
が
、「
事
業
者
の
デ
ジ

タ
ル
化
促
進
」
で
す
。

税
務
行
政
は
、
公
共
政
策
の
た
め
の
財
源
調

達
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
が
、
税
務
行
政
が
し

っ
か
り
と
行
わ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
適
正
な

会
計
処
理
あ
る
い
は
帳
簿
作
成
が
行
わ
れ
る
こ

と
に
つ
な
が
り
、
経
済
の
イ
ン
テ
グ
リ
テ
ィ
が

向
上
す
る
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
。
今

後
は
、
さ
ら
に
進
ん
で
、
納
税
者
利
便
の
向
上

の
た
め
に
税
務
行
政
全
体
の
デ
ジ
タ
ル
・
ト
ラ

ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
（
D
X
）
を
進
め
る

こ
と
に
よ
り
、
事
業
者
の
デ
ジ
タ
ル
化
促
進
、

経
済
全
体
の
デ
ジ
タ
ル
化
促
進
に
も
貢
献
し
て

い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

税
務
行
政
は
さ
ま
ざ
ま
な
プ
レ
イ
ヤ
ー
と
協

力
し
な
け
れ
ば
円
滑
に
進
め
る
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。
D
X
推
進
に
は
納
税
者
は
勿
論
、
そ
の

取
引
先
、
ま
た
先
ほ
ど
来
申
し
上
げ
て
い
る
税

理
士
の
先
生
方
、
各
種
団
体
の
方
々
、
税
以
外

の
行
政
機
関
、
金
融
機
関
と
も
協
力
が
必
要
に

な
り
ま
す
。

国
税
当
局
と
し
て
は
、
ま
ず
デ
ジ
タ
ル
プ
ラ

ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
構
築
し
、
e
‐
T
a
x
や
確

定
申
告
書
等
作
成
コ
ー
ナ
ー
等
の
デ
ジ
タ
ル
基

税
務
行
政
の
デ
ジ
タ
ル・ト
ラ
ン
ス

フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン

〜
税
務
行
政
の
将
来
像
2
0
2
3
〜

3
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税務行政を取り巻く環境の変化

２ 税務行政の現状

19

＊ 納税者情報の取扱いや情報セキュリティの確保にも万全を期す。
＊ デジタルに不慣れな方も含めたあらゆる納税者に対して効率的で使い勝手の良いサービスを提供することを目指す。
＊ 将来像実現に向けて、「内部事務のセンター化」やシステムの高度化、人材育成等のインフラ整備にも取り組む。

デジタル関係施策の
周知・広報

他省庁との連携・協力
関係団体等との

連携・協力

租税回避

消費税の適正課税

大口・悪質事案

課税・徴収事務の効率化・高度化

課税・徴収の効率化・高度化

（ＡＩ・データ分析の活用）

（オンラインツール等の活用）

関係機関への照会等のデジタル化

＜“データの活用”の徹底＞

納税者の利便性の向上

申告（納付・還付）、年末調整の簡便化

申請等の簡便化／

自己情報のオンライン確認

検索性向上／相談の高度化

＜“納税者目線”の徹底＞

日常使い慣れた

デジタルツール

から簡便に手続

できる環境構築

あらゆる税務手続が

税務署に行かずに

できる社会

税務手続の
あるべき姿の

実現

富裕層の適正課税

事業者のデジタル化促進

組織としての
パフォーマンスを

最大化

特に必要性の高い

分野や悪質な事案等

に重点化

「適正・公平な課税・徴収の実現」に加え「社会全体のＤＸ推進」の観点からも社会に貢献

税務データの学術研究目的活用
※「課税・徴収事務」以外の税務データ活用

税務行政の将来像

◆ 税務手続のデジタル化や業務におけるデータの活用など、税務行政のデジタル・トランスフォーメーション（デジタル
を活用した、国税に関する手続や業務の在り方の抜本的な見直し）に取り組みます。

◆ 事業者の業務のデジタル化を促進することにより、税務を起点とした社会全体のＤＸを推進します。

国税庁は、「適正・公平な課税・徴収の実現」に加え「社会全体のＤＸ推進」の観点からも社会に貢献していきます。

21

税務行政のデジタル・トランスフォーメーション －税務行政の将来像 ２０２３－ Ⅰ 目指す姿と取組の方向性

３ 税務行政のデジタル・トランスフォーメーション - 税務行政の将来像 2023 -

▪資料3

▪資料4
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盤
を
整
え
ま
す
。
同

時
に
、
国
税
庁
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
や
タ
ッ
ク

ス
ア
ン
サ
ー
、
チ
ャ

ッ
ト
ボ
ッ
ト
等
の
デ

ジ
タ
ル
ツ
ー
ル
に
よ

る
納
税
者
の
方
々
の

サ
ポ
ー
ト
体
制
の
充

実
や
、
マ
イ
ナ
ポ
ー

タ
ル
の
利
便
性
向
上

あ
る
い
は
ベ
ン
ダ
ー

の
皆
さ
ん
と
民
間
税

務
ソ
フ
ト
、
ク
ラ
ウ

ド
会
計
ソ
フ
ト
と
の

連
携
等
官
民
関
係
機

関
と
の
連
携
を
図
っ

て
い
き
ま
す
。

デ
ジ
タ
ル
の
活
用
に
よ
り
、
効
率
的
で
誤
り

の
な
い
申
告
・
納
税
を
実
現
で
き
れ
ば
、
税
務

行
政
の
リ
ソ
ー
ス
を
よ
り
必
要
性
の
高
い
分
野

や
悪
質
な
事
案
等
を
防
ぐ
た
め
に
使
え
ま
す
。

「
税
務
行
政
の
将
来
像
」
に
基
づ
い
て
施
策
を

推
進
す
る
に
あ
た
り
、
次
の
五
つ
を
基
本
的
な

指
針
と
し
て
取
り
組
み
ま
す
。

1
．
納
税
者
目
線
の
徹
底

普
段
は
税
に
な
じ
み
の
な
い
方
で
も
、
日
常

使
い
慣
れ
た
デ
ジ
タ
ル
ツ
ー
ル
（
ス
マ
ー
ト
フ
ォ

ン
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
、
パ
ソ
コ
ン
な
ど
）
か
ら
簡
単
・

便
利
に
手
続
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
環
境
構
築

を
目
指
す
な
ど
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
“
納
税
者

目
線
”
を
大
切
に
、
各
種
施
策
を
講
じ
る
こ
と

で
、「
あ
ら
ゆ
る
税
務
手
続
が
税
務
署
に
行
か

ず
に
で
き
る
社
会
」
を
目
指
し
ま
す
。

2
．
あ
ら
ゆ
る
納
税
者
を
想
定
し
た
施
策
の
推
進

デ
ジ
タ
ル
に
不
慣
れ
な
方
に
も
使
い
や
す
い

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

3
．
デ
ー
タ
の
活
用

蓄
積
し
た
デ
ー
タ
が
宝
の
持
ち
腐
れ
と
な
ら

ぬ
よ
う
に
、
組
織
と
し
て
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

を
最
大
化
で
き
る
よ
う
に
デ
ー
タ
分
析
、
デ
ー

タ
の
利
活
用
を
進
め
ま
す
。

4
．
業
務
改
革
（
B
P
R
）
の
徹
底

既
存
の
制
度
や
業
務
を
前
提
に
そ
の
デ
ジ
タ

ル
化
を
図
る
の
で
は
な
く
、
業
務
の
在
り
方
そ

の
も
の
や
職
員
の
働
き
方
を
不
断
に
見
直
す
こ

と
で
、
デ
ジ
タ
ル
の
利
点
を
最
大
限
生
か
し
た

業
務
改
革
（
B
P
R
：Business Process Re

‐

engineering

）
に
取
り
組
み
ま
す
。

5
．
納
税
者
情
報
の
取
扱
い
・
情
報
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
の
確
保

特
に
デ
ー
タ
の
分
析
の
場
面
等
に
お
い
て
納

税
情
報
を
含
む
守
秘
性
の
高
い
デ
ー
タ
を
取
り
扱

う
こ
と
か
ら
、
納
税
者
情
報
の
取
扱
い
や
情
報

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
確
保
に
万
全
を
期
し
ま
す
。

そ
れ
で
は
、
前
述
し
た
「
税
務
行
政
の
将
来

像
」
の
三
つ
の
柱
を
一
つ
ず
つ
ご
説
明
し
ま
す
。

⃝

一
つ
目
の
柱

納
税
者
の
利
便
性
の
向
上
〈“
納
税
者
目

線
”
の
徹
底
〉

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
な
ど
日
常
使
い
慣
れ
た
デ
ジ

タ
ル
ツ
ー
ル
か
ら
簡
単
・
便
利
に
手
続
を
行
う

こ
と
が
で
き
る
環
境
構
築
を
目
指
し
、
こ
れ
ま

で
以
上
に
納
税
者
目
線
を
大
切
に
し
て
各
種
施

策
を
講
じ
ま
す
。
そ
の
た
め
の
ア
プ
ロ
ー
チ
と

し
て
、
実
際
に
納
税
者
が
「
申
告
要
否
や
手
続
を

調
べ
、
相
談
し
、
申
告
・
納
付
す
る
」
と
い
っ
た

一
連
の
流
れ
全
体
を
俯
瞰
し
、
最
適
な
U
I
／

U
X
（U

ser Interface/U
ser Experience

）
の

改
善
を
図
っ
て
い
く
た
め
、
想
定
さ
れ
る
典
型

的
な
納
税
者
像
を
設
定
し
、
そ
の
納
税
者
像
が

税
務
手
続
を
行
う
際
の
カ
ス
タ
マ
ー
ジ
ャ
ー
ニ

ー
を
具
体
化
す
る
こ
と
で
現
状
の
問
題
点
を
可

視
化
し
、
改
善
策
を
検
討
し
ま
す
。
取
組
の
概

要
は
次
の
通
り
で
す
（
資
料
5
）。

①
申
告
（
納
付
・
還
付
）、
年
末
調
整
の
簡
便
化

令
和
5
年
分
の
確
定
申
告
期
か
ら
給
与
情
報

の
自
動
入
力
の
実
現
に
至
り
ま
し
た
。
さ
ま
ざ

ま
な
所
得
あ
る
い
は
控
除
に
つ
い
て
も
デ
ー
タ

連
携
で
き
る
取
組
を
順
次
進
め
て
い
ま
す
。
こ
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れ
に
よ
っ
て
「
書
か
な
く
て

も
申
告
で
き
る
」
世
界
を
実

現
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て

い
ま
す
。

給
与
情
報
の
自
動
入
力
の

利
用
拡
大
は
、
申
告
さ
れ
る

納
税
者
の
方
々
だ
け
で
な
く
、

関
わ
る
さ
ま
ざ
ま
な
方
々
に

も
利
便
性
を
も
た
ら
し
ま
す
。

私
ど
も
も
事
業
主
の
方
々
に

呼
び
掛
け
て
い
ま
す
が
、
ぜ

ひ
税
理
士
の
先
生
方
に
も
趣

旨
を
ご
理
解
の
上
、
呼
び
掛

け
に
ご
協
力
い
た
だ
け
る
と

有
り
難
く
思
い
ま
す
。

事
業
主
の
方
々
へ
お
伝
え

し
た
い
ポ
イ
ン
ト
は
三
つ
で

す
。
一
つ
目
は
、
e
‐
T
a
x

で
提
出
さ
れ
た
給
与
所
得
の

源
泉
徴
収
票
が
自
動
入
力
の

対
象
と
な
る
こ
と
。
二
つ
目

は
、
5
0
0
万
円
以
下
の
給

与
所
得
の
源
泉
徴
収
票
等
で

あ
っ
て
も
e
‐
T
a
x
で
提

出
し
た
場
合
は
自
動
入
力
の

対
象
と
な
る
こ
と
。
三
つ
目

は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
や
氏
名

（
カ
ナ
含
む
）
等
の
入
力
情
報
の
誤
り
が
あ
る
と

正
し
く
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
連
携
で
き
な
い
た
め
、

正
確
な
入
力
に
協
力
い
た
だ
き
た
い
と
い
う
こ

と
で
す
。

年
末
調
整
手
続
は
、
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
連
携

を
通
じ
て
さ
ま
ざ
ま
な
手
入
力
が
不
要
に
な
り

ま
す
。
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
納
付
も
さ
ま
ざ
ま
な

方
法
が
あ
る
の
で
、
そ
の
利
用
を
拡
大
し
て
い

く
こ
と
も
必
要
で
す
。

②
申
請
等
の
簡
便
化
／
自
己
情
報
の
オ
ン
ラ
イ

ン
確
認

納
税
者
の
方
ご
自
身
が
e
‐
T
a
x
の
「
マ

イ
ペ
ー
ジ
」
で
見
ら
れ
る
情
報
の
さ
ら
な
る
充

実
を
図
り
、
利
便
性
向
上
を
目
指
し
ま
す
。

e
‐
T
a
x
利
用
率
は
、
税
理
士
の
先
生
方

の
ご
協
力
も
あ
り
向
上
し
て
い
ま
す
。
法
人
税

の
申
告
に
お
い
て
約
9
割
で
、
所
得
税
も
順
調

に
上
が
っ
て
い
ま
す
。
課
題
は
相
続
税
申
告
で
、

利
用
率
が
ま
だ
4
割
弱
で
あ
る
こ
と
で
す
。
こ

の
点
に
つ
い
て
も
税
理
士
の
先
生
方
の
ご
協
力

な
し
に
は
進
ま
な
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

③
検
索
性
向
上
／
相
談
の
高
度
化

税
務
相
談
に
つ
い
て
は
現
時
点
で
も
か
な
り

デ
ジ
タ
ル
化
さ
れ
て
い
て
、
例
え
ば
簡
単
な
相

談
は
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
あ
る
「
税
務
相

談
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト
」
を
活
用
い
た
だ
け
れ
ば

24
時
間
い
つ
で
も
相
談
で
き
ま
す
。
調
べ
た
い

申告（納付・還付）、年末調整の簡便化

➢給与情報等の自動入力（申告手続の簡便化）

→申告に必要なデータを自動的に取り込むことで、数回の

クリック・タップで申告が完了する仕組み（「書かない

申告書」）の実現

➢ のＵＩ ＵＸ改善

→各種 ソフトの統合による導線の整理

➢キャッシュレス納付の推進、公金受取口座を利用した還付

➢年末調整手続の簡便化

申請等の簡便化／

自己情報のオンライン確認

➢ の「マイページ」の

充実

➢納税証明書のオンライン

取得・納税情報の添付自

動化

検索性向上／相談の高度化

➢オンライン相談の充実

→チャットボットの充実、ホーム

ページの検索性向上

➢電話相談の高度化・利便性向上

➢ＳＮＳ（国税庁公式ＬＩＮＥ）を

利用した情報の配信

３ 税務行政のデジタル・トランスフォーメーション - 税務行政の将来像 2023 -

◆ 普段は税になじみのない方でも、日常使い慣れたデジタルツール（スマートフォン、タブレット、パソコンなど）から簡単・便利に
手続を行うことができる環境構築を目指すなど、これまで以上に“納税者目線”を大切に、各種施策を講じます。

◆ そのためのアプローチとして、実際に納税者が「申告要否や手続を調べ、相談し、申告・納付する」といった一連の流れ全体を俯瞰
し、最適なＵＩ ＵＸの改善を図っていくため、想定される典型的な納税者像（ペルソナ）を設定し、当該ペルソナが税務手続を行う際
のカスタマージャーニーを具体化することで現状の問題点を可視化し、改善策を検討していきます。

◆ 具体的な施策としては、以下のとおり、「日本版記入済み申告書」（書かない確定申告）の実現に向けた自動入力項目の拡大等の申
告や申請等手続の簡便化、検索や相談のデジタルを活用した高度化等に取り組みます。

25

納税者の利便性の向上 ＜“納税者目線”の徹底＞ 取組概要 Ⅱ 納税者の利便性の向上

▪資料5
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情
報
が
よ
り
簡
単
に
見
つ
か
る
よ
う
に
、
引
き

続
き
タ
ッ
ク
ス
ア
ン
サ
ー
の
検
索
性
の
向
上
等

改
良
を
重
ね
て
ま
い
り
ま
す
。

⃝
二
つ
目
の
柱

課
税
・
徴
収
事
務
の
効
率
化
・
高
度
化

〈“
デ
ー
タ
の
活
用
”
の
徹
底
〉

取
組
の
概
要
は
次
の
通
り
で
す
（
資
料
6
）。

①
A
I
・
デ
ー
タ
分
析
の
活
用

国
税
庁
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
シ
ス
テ
ム
を
令
和

8
年
度
に
更
新
し
、
デ
ー
タ
分
析
ツ
ー
ル
も
拡

充
す
る
予
定
で
す
。
そ
れ
に
よ
り
、
申
告
漏
れ

の
可
能
性
が
高
い
納
税
者
の
効
率
的
な
判
定
や
、

滞
納
者
ご
と
に
接
触
で
き
る
可
能
性
の
高
い
接

触
方
法
の
予
測
、
架
電
履
歴
等
を
分
析
し
た
応

答
予
測
な
ど
を
実
現
し
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
国
税
庁
の
基
幹
シ
ス
テ
ム
を

刷
新
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
来
年
度
か
ら

実
地
で
テ
ス
ト
を
始
め
、
令
和
8
年
9
月
に
現

在
の
K
S
K
シ
ス
テ
ム
か
ら
、
次
世
代
シ
ス
テ

ム
K
S
K
2
へ
の
移
行
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

こ
の
K
S
K
2
へ
の
円
滑
な
移
行
が
非
常
に
重

要
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
コ
ン
セ
プ

ト
は
次
の
三
つ
で
す
。

◦
書
面
中
心
か
ら
デ
ー
タ
中
心
の
事
務
処
理

（
紙
か
ら
デ
ー
タ
）

◦
税
目
別
・
事
務
系
統

別
の
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
・
ア
プ
リ
ケ
ー
シ

ョ
ン
の
統
合
（
縦
割

り
シ
ス
テ
ム
の
解
消
）

◦
独
自
の
大
型
コ
ン
ピ

ュ
ー
タ
（
メ
イ
ン
フ

レ
ー
ム
）
か
ら
オ
ー

プ
ン
な
シ
ス
テ
ム
へ

の
刷
新
（
メ
イ
ン
フ

レ
ー
ム
か
ら
の
脱
却
）

現
在
の
K
S
K
シ
ス

テ
ム
は
、
紙
で
の
事
務

運
営
を
前
提
と
し
て
い

ま
し
た
が
、
K
S
K
2

は
、
納
税
者
が
入
力
し

た
デ
ー
タ
を
改
め
て
税

務
当
局
で
入
力
す
る
こ

と
な
く
、
そ
の
ま
ま
確

認
し
ま
す
。

ま
た
、
例
え
ば
税
務

調
査
時
に
、
持
参
し
た

端
末
か
ら
直
接
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
を
参
照
で
き
る

機
能
を
盛
り
込
み
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
。
そ

れ
に
よ
り
税
務
調
査
の

◆ データは、智恵・価値・競争力の源泉であるとともに、課題先進国である日本の社会課題を解決する切り札と位置付け
られています。税務行政においても、データを活用して（データの活用を前提として）事務を効率化・高度化しつつ、Ｂ
ＰＲにも取り組んでいくことが重要であると考えています。

◆ このため、課税や徴収の場面も含めて、業務に当たってはデータを積極的に活用するほか、オンラインツールについて
も積極的に活用します。地方公共団体や金融機関等、他の機関への照会等もデジタル化を進めることで、データによる情
報のやり取りを拡大していきます。

◆ なお、データの活用という観点では、税務データの学術研究目的の活用についても検討を進めています。

ＡＩ・データ分析の活用

➢申告漏れの可能性が高い

納税者等の判定

➢滞納者ごとに接触できる

可能性の高い接触方法の

予測、架電履歴等を分析

した応答予測

オンラインツール等の活用

➢税務調査における 会

議システムの活用

➢ やオンラインスト

レージサービスを利用し

た帳簿書類のデータによ

る受け渡し

関係機関への照会等の
デジタル化

➢国・地方間のデータ連携の対象範

囲拡大

➢金融機関等に対する預貯金等のオ

ンライン照会の拡大

➢外国税務当局との情報交換により

得られるデータの活用、連携・協

調の拡大・強化

税務データの
学術研究目的活用

➢税務大学校との共

同研究

➢匿名データの提供

➢会社標本調査の充

実

34

３ 税務行政のデジタル・トランスフォーメーション - 税務行政の将来像 2023 -

課税・徴収事務の効率化・高度化等 ＜“データの活用”の徹底＞ 取組概要 Ⅲ 課税・徴収事務の効率化・高度化等

▪資料6
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現
場
も
か
な
り
変
わ
り
、
効
率
性
が
上
が
る
こ

と
を
期
待
し
て
い
ま
す
。

K
S
K
2
へ
の
移
行
に
は
、
デ
ー
タ
活
用
推

進
の
た
め
の
人
材
確
保
、
人
材
育
成
が
必
要
で

す
。
そ
の
点
、
令
和
5
年
度
国
税
専
門
官
採
用

試
験
か
ら
「
理
工
・
デ
ジ
タ
ル
系
」
の
試
験
区

分
を
創
設
し
て
お
り
、
こ
れ
を
通
じ
て
採
用
し

た
人
材
も
含
め
、
デ
ー
タ
活
用
を
推
進
す
る
た

め
の
人
材
を
研
修
等
を
通
じ
て
育
成
し
ま
す
。

ま
た
、
国
税
職
員
へ
の
デ
ー
タ
リ
テ
ラ
シ
ー
レ

ベ
ル
に
応
じ
た
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
全
て
の
職
員
の
ス
キ
ル
を
上
げ
て
い
き
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

②
オ
ン
ラ
イ
ン
ツ
ー
ル
等
の
活
用

税
務
調
査
に
あ
た
っ
て
は
、
W
e
b
会
議
シ

ス
テ
ム
を
用
い
た
リ
モ
ー
ト
調
査
や
、
e
‐

T
a
x
や
オ
ン
ラ
イ
ン
ス
ト
レ
ー
ジ
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
し
た
帳
簿
書
類
デ
ー
タ
の
受
け
渡
し
な

ど
、 

オ
ン
ラ
イ
ン
ツ
ー
ル
を
積
極
的
に
活
用
し

て
い
き
ま
す
。

③
関
係
機
関
へ
の
照
会
等
の
デ
ジ
タ
ル
化

さ
ま
ざ
ま
な
関
係
機
関
、
例
え
ば
国
と
地
方

の
間
、
あ
る
い
は
金
融
機
関
と
の
間
、
そ
れ
か

ら
外
国
の
税
務
当
局
と
の
間
で
電
子
的
な
デ
ー

タ
の
や
り
取
り
が
で
き
れ
ば
飛
躍
的
に
効
率
性

が
上
が
る
と
期
待
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

外
国
に
お
け
る
所
得
の
把
握
は
こ
れ
ま
で
難

し
か
っ
た
の
で
す
が
、
外
国
の
税
務
当
局
か
ら

の
C
R
S
（Com

m
on Reporting Standard

：
共

通
報
告
基
準
情
報
）
を
端
緒
と
し
て
正
確
な
課
税

が
可
能
に
な
り
ま
す
。
情
報
が
共
有
さ
れ
る
こ

と
で
、
外
国
に
お
け
る
資
産
の
差
押
え
・
取
立

て
が
外
国
の
税
務
当
局
と
と
も
に
デ
ジ
タ
ル
を

使
っ
て
効
率
的
に
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

デ
ー
タ
は
税
務
行
政
あ
る
い
は
納
税
者
の

方
々
が
自
分
の
情
報
を
整
理
・
閲
覧
す
る
た
め

に
使
う
だ
け
で
な
く
、
学
術
研
究
目
的
に
も
使

え
る
よ
う
に
し
て
、
税
の
世
界
で
起
き
て
い
る

こ
と
の
理
解
、
税
制
の
見
直
し
に
利
用
で
き
る

よ
う
に
な
る
こ
と
が
理
想
で
す
。

こ
う
し
た
取
組
に
よ
り
、
公
平
な
課
税
の
実

現
、
よ
り
効
率
的
な
税
務
行
政
を
目
指
し
ま
す
。

⃝
三
つ
目
の
柱

事
業
者
の
デ
ジ
タ
ル
化
促
進

「
税
務
行
政
の
将
来
像
2
0
2
3
」
に
お
い
て
、

従
来
お
示
し
し
て
い
た
「
納
税
者
の
利
便
性
の

向
上
」
と
「
課
税
・
徴
収
事
務
の
効
率
化
・
高

度
化
」
に
加
え
、
新
た
に
後
押
し
し
て
い
く
こ

と
と
し
た
の
が
こ
の
「
事
業
者
の
デ
ジ
タ
ル
化

促
進
」
で
す
。
取
組
の
概
要
は
次
の
通
り
で
す
。

①
事
業
者
の
業
務
の
デ
ジ
タ
ル
化

税
務
手
続
の
デ
ジ
タ
ル
化
だ
け
で
な
く
、
日

頃
行
う
業
務
や
事
務
処
理
も
デ
ジ
タ
ル
化
さ
れ

る
こ
と
に
よ
り
、
正
確
性
の
向
上
や
書
類
保
存

コ
ス
ト
の
低
減
等
と
い
っ
た
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る

と
考
え
て
い
ま
す
（
資
料
7
）。
デ
ジ
タ
ル
化
に

よ
る
事
務
処
理
が
実
現
し
た
場
合
、
①
手
作
業

が
減
り
、
煩
雑
な
業
務
か
ら
解
放
さ
れ
る
②
ミ

ス
が
減
っ
て
業
務
が
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
す
る
③

本
来
行
う
べ
き
業
務
に
集
中
で
き
売
上
ア
ッ
プ

す
る
─
─
こ
と
な
ど
が
期
待
さ
れ
ま
す
。
こ
う

し
た
メ
リ
ッ
ト
を
し
っ
か
り
事
業
者
に
訴
え
て
、

デ
ジ
タ
ル
化
を
促
進
し
て
ま
い
り
ま
す
。

デ
ジ
タ
ル
化
の
た
め
に
は
、
会
計
ソ
フ
ト
を

導
入
し
、
ス
マ
ホ
や
ス
キ
ャ
ナ
に
よ
る
デ
ー
タ

読
み
取
り
や
デ
ジ
タ
ル
イ
ン
ボ
イ
ス
の
利
活
用

が
効
果
的
で
す
。
デ
ジ
タ
ル
イ
ン
ボ
イ
ス
を
進

め
て
い
く
こ
と
に
よ
っ
て
、
一
気
通
貫
で
帳
簿

作
業
が
自
動
化
で
き
る
と
い
っ
た
効
果
が
期
待

で
き
ま
す
。
従
来
の
記
帳
業
務
で
紙
を
も
と
に

手
作
業
で
入
力
・
修
正
し
、
保
存
し
て
い
た
状

況
か
ら
、
1
度
の
作
業
で
自
動
で
デ
ー
タ
が
取

り
込
ま
れ
、
税
務
申
告
ま
で
可
能
に
な
る
世
界

に
つ
な
げ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

②
電
子
帳
簿
等
保
存
制
度
の
普
及
・
促
進

電
子
帳
簿
等
保
存
制
度
は
、
帳
簿
や
国
税
関

係
書
類
の
電
子
デ
ー
タ
に
よ
る
保
存
を
可
能
と

す
る
制
度
で
、
納
税
者
の
文
書
保
存
に
係
る
負

担
軽
減
が
図
ら
れ
ま
す
。
帳
簿
や
書
類
の
デ
ー
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タ
保
存
を
進
め
る
こ
と
は
、
経

理
の
デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
る
書
類

保
管
コ
ス
ト
の
削
減
や
バ
ッ
ク

オ
フ
ィ
ス
連
携
の
進
展
な
ど
、

生
産
性
の
向
上
に
も
つ
な
が
る

と
期
待
さ
れ
ま
す
。
こ
う
い
っ

た
こ
と
の
周
知
も
図
り
、
活
用

を
促
進
し
て
ま
い
り
ま
す
。

正
確
な
記
録
や
ト
レ
ー
サ
ビ

リ
テ
ィ
が
確
保
さ
れ
た
会
計
帳

簿
の
保
存
は
、
会
計
監
査
等
に

お
け
る
事
後
検
証
可
能
性
の
観

点
に
加
え
、
内
部
統
制
や
対
外

的
な
信
頼
性
確
保
の
観
点
か
ら

も
有
用
で
す
。
ま
た
、
電
子
帳

簿
保
存
法
に
お
い
て
も
、
訂

正
・
削
除
の
履
歴
が
残
る
等
の

要
件
を
満
た
し
た
帳
簿
は
「
優

良
な
電
子
帳
簿
」
と
し
て
、
過

少
申
告
加
算
税
の
軽
減
措
置
が

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
多
く
の

事
業
者
に「
優
良
な
電
子
帳
簿
」

の
導
入
を
検
討
い
た
だ
き
た
い

と
考
え
て
い
ま
す
。

③
事
業
者
の
デ
ジ
タ
ル
化
促
進

に
向
け
た
取
組

事
業
者
の
中
で
は
、
中
小
事

業
者
・
個
人
事
業
者
と
中
堅
・
大
企
業
等
に
よ

っ
て
デ
ジ
タ
ル
化
を
行
う
レ
ベ
ル
、
あ
る
い
は

必
要
と
な
る
事
項
も
変
わ
っ
て
き
ま
す
。
デ
ジ

タ
ル
化
の
メ
リ
ッ
ト
を
相
手
方
に
合
わ
せ
て
分

か
り
や
す
く
訴
求
で
き
る
よ
う
に
、
動
画
や
事

例
集
を
作
成
い
た
し
ま
す
。
ぜ
ひ
税
理
士
の
先

生
方
に
も
、
事
業
者
の
方
々
の
動
機
付
け
な
ど

に
ご
協
力
い
た
だ
け
れ
ば
と
考
え
て
い
ま
す
。

④
各
種
団
体
と
の
連
携
・
協
力

事
業
者
の
デ
ジ
タ
ル
化
促
進
に
あ
た
り
各
種

団
体
と
の
連
携
・
協
力
は
不
可
欠
で
あ
り
、
税

理
士
会
を
始
め
経
済
団
体
等
と
さ
ま
ざ
ま
な
取

組
を
し
て
い
ま
す
。
引
き
続
き
連
携
・
協
力
し
、

事
業
者
の
デ
ジ
タ
ル
化
促
進
の
機
運
醸
成
に
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

デ
ジ
タ
ル
イ
ン
ボ
イ
ス
の
国
際
標
準

Peppol

活
用
等

私
ど
も
が
足
元
で
重
点
課
題
と
考
え
て
い
る

こ
と
に
つ
い
て
、
そ
の
要
点
を
ご
説
明
い
た
し

ま
す
。

1
．
消
費
税
不
正
還
付
事
案
へ
の
対
応

消
費
税
は
税
収
の
面
で
主
要
な
税
目
の
一
つ

◆ 国税庁では、令和５年６月に公表した「税務行政の将来像 」において、これまでの「納税者利便の向上」と「課税・徴収事務の効率

化・高度化」に取り組むことに加え、新たに「事業者のデジタル化促進」を後押ししていくこととしています。

◆ 税務手続のデジタル化だけでなく、日頃行う業務や事務処理もデジタル化されることにより、事業者の皆様において正確性の向上や書類

保存コストの低減等といったメリットがあると考えています。

◆ 事業者の皆様におかれましては、インボイス制度や改正電子帳簿等保存制度（令和６年１月から適用）への対応もきっかけにしながら、

業務や事務処理のデジタル化をご検討ください。

クラウド会計ソフト等 デジタルインボイス（デジタル デジタル）

デジタル化のためには・・・

会計ソフトを導入し、スマホやスキャナによるデータ読み取りやデジタルインボイスの利活用が効果的です！

自動の仕訳入力等に加えて、売手の請求から買手の支払処理、最終的な入金消込まで一気通貫で自動化！

・取引先毎にフォーマットが異なり、業務が煩雑
・転記ミス、入力ミス、書類の紛失等トラブルが発生

・手作業が減って、煩雑な業務から解放！
・ミスが減って業務がスピードアップ！
・本来やるべき業務に集中して売上アップ！
・書類の保存コストが減少！

請求
仕訳入力
売掛金消込

請求受領
仕訳入力
支払処理

デジタルインボイス

紙による事務処理の場合 デジタル化による事務処理が実現した場合

データを自動で
取込・仕訳

スマホによる読み取り

インターネットバンキング

42

３ 税務行政のデジタル・トランスフォーメーション - 税務行政の将来像 2023 -

事業者の業務のデジタル化について Ⅳ 事業者のデジタル化促進

▪資料7

重
点
課
題
へ
の
取
組
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で
あ
り
、
国
民
の
関
心
も
極
め
て
高
い
こ
と
か

ら
一
層
の
適
正
な
執
行
に
努
め
て
い
ま
す
が
、

最
近
多
発
し
て
い
る
の
が
虚
偽
の
申
告
で
不
正

に
還
付
金
を
得
よ
う
と
す
る
ケ
ー
ス
で
す
。
看

過
で
き
な
い
問
題
で
あ
り
、
調
査
等
を
通
じ
て

厳
正
な
対
処
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
中
で
も

輸
出
物
品
販
売
場
制
度
を
悪
用
し
た
事
案
が
目

立
っ
て
い
る
た
め
、
税
関
当
局
と
の
一
層
の
連

携
を
図
っ
て
い
ま
す
。

消
費
税
の
還
付
申
告
税
額
は
ず
っ
と
増
え
て

い
ま
す
。
実
地
調
査
件
数
は
、
令
和
3
事
務
年

度
に
比
べ
て
令
和
4
事
務
年
度
は
か
な
り
増
加

し
て
お
り
、
非
違
が
あ
っ
た
件
数
も
増
加
し
て

い
ま
す
。
法
人
に
つ
い
て
も
実
地
調
査
件
数
を

増
や
し
、
追
徴
税
額
も
上
が
っ
て
い
ま
す
。
故

意
に
税
制
を
悪
用
し
て
不
当
な
利
得
を
上
げ
る

不
正
還
付
を
狙
う
行
為
に
は
、
厳
し
く
対
応
し

て
い
き
ま
す
。

2
．
外
国
人
旅
行
者
向
け
免
税
制
度
の
抜
本
的

見
直
し
の
方
向
性

外
国
人
旅
行
者
向
け
の
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
消
費

拡
大
が
促
進
さ
れ
る
中
で
、
免
税
店
で
消
費
税

を
と
ら
な
い
免
税
品
の
横
流
し
等
免
税
制
度
の

悪
用
事
例
が
後
を
絶
た
な
い
状
況
で
す
。
出
国

時
に
捕
捉
し
て
即
時
徴
収
を
行
っ
て
も
そ
の
多

く
は
滞
納
と
な
っ
て
い
ま
す
。
制
度
の
不
正
利

用
は
看
過
で
き
な
い
状
況
で
す
。
早
急
に
制
度

の
抜
本
的
な
見
直
し
が
必
要
で
あ
り
、「
出
国

時
に
購
入
品
の
持
ち
出
し
が
確
認
で
き
た
場
合

に
免
税
販
売
が
成
立
し
、
免
税
店
が
確
認
後
に

消
費
税
相
当
額
を
返
金
す
る
」
と
い
う
制
度
に

見
直
し
た
い
と
思
い
ま
す
。
令
和
7
年
度
税
制

改
正
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
結
論
を
得
る
こ
と
と

な
っ
て
い
ま
す
。

3
．
富
裕
層
及
び
国
際
化
へ
の
対
応

資
産
運
用
の
多
様
化
・
国
際
化
が
進
ん
で
い

る
こ
と
を
念
頭
に
、
有
価
証
券
・
不
動
産
等
の

大
口
所
有
者
や
経
常
的
な
所
得
が
特
に
高
額
な

個
人
な
ど
の
富
裕
層
に
対
し
て
、
積
極
的
に
調

査
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
令
和
4
事
務
年
度
で

は
、
富
裕
層
に
対
す
る
調
査
1
件
当
た
り
の
追

徴
税
額
は
、
所
得
税
の
実
地
調
査
全
体
の
約

2
・
3
倍
と
な
っ
て
い
ま
す
。

海
外
投
資
を
行
っ
て
い
る
個
人
や
海
外
資
産

を
保
有
し
て
い
る
個
人
な
ど
に
対
し
て
、
法
定

調
書
や
海
外
と
の
情
報
交
換
等
を
効
果
的
に
活

用
し
、
積
極
的
に
調
査
を
実
施
し
ま
す
。
令
和

4
事
務
年
度
で
は
、
海
外
投
資
等
を
行
っ
て
い

る
個
人
に
対
す
る
調
査
1
件
当
た
り
の
追
徴
税

額
は
、
所
得
税
の
実
地
調
査
全
体
の
約
2
・
7

倍
で
す
。
正
直
な
納
税
者
が
不
公
平
感
を
感
じ

る
よ
う
な
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
っ
て
は
、
適
正

な
課
税
は
実
現
で
き
ま
せ
ん
。
富
裕
層
、
国
際

化
へ
の
対
応
も
非
常
に
重
要
な
課
題
と
考
え
て

い
ま
す
。

4
．
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
へ
の
対
応
に
お
け
る
デ

ジ
タ
ル
活
用
等

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
に
つ
い
て
は
税
理
士
の
先

生
方
の
大
変
な
ご
協
力
・
ご
努
力
を
い
た
だ
い

た
結
果
、
お
陰
様
で
か
な
り
現
場
で
定
着
し
、

制
度
と
し
て
回
り
始
め
て
い
ま
す
。
国
税
庁
で

は
、
相
談
窓
口
と
し
て
各
税
務
署
に
「
イ
ン
ボ

イ
ス
相
談
コ
ー
ナ
ー
」
を
設
置
し
て
い
る
ほ
か
、

「
イ
ン
ボ
イ
ス
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
」
を
設
け
て

い
ま
す
。
大
変
多
か
っ
た
相
談
件
数
は
最
近
は

減
少
傾
向
で
、
制
度
が
浸
透
し
て
き
て
い
る
こ

と
が
う
か
が
え
ま
す
。
相
談
内
容
で
多
い
の
は

「
登
録
・
公
表
制
度
に
関
す
る
も
の
」
で
す
。

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
に
お
い
て
も
や
は
り
デ
ジ

タ
ル
の
活
用
が
非
常
に
重
要
と
な
り
ま
す
（
資

料
8
）。
A
I
‐
O
C
R
等
を
活
用
し
た
ク
ラ
ウ

ド
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
で
イ
ン
ボ
イ
ス
の
発
行
・

受
領
双
方
の
対
応
を
、
安
価
か
つ
効
率
的
に
実

施
す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。
ま
た
、
デ
ジ
タ
ル

イ
ン
ボ
イ
ス
の
国
際
標
準
で
あ
るPeppol

が
既

に
実
用
化
さ
れ
て
い
ま
す
。
買
い
手
に
と
っ
て

は
受
領
し
た
請
求
書
を
一
元
管
理
し
、
決
済
ま

で
の
事
務
作
業
を
連
携
さ
せ
る
こ
と
で
シ
ー
ム

レ
ス
に
デ
ジ
タ
ル
完
結
で
き
ま
す
し
、
売
り
手

に
と
っ
て
は
Z
E
D
I
（
全
銀
E
D
I
シ
ス
テ
ム
）

等
を
活
用
し
て
請
求
情
報
も
連
携
さ
せ
れ
ば
、
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売
掛
金
の
入
金
・

消
込
も
デ
ジ
タ
ル

完
結
さ
せ
る
こ
と

が
可
能
に
な
り
ま

す
。
こ
う
し
た
非

常
に
便
利
な
世
界

が
実
現
し
ま
す
。

5
．
個
人
事
業
者

の
消
費
税
の
申

告
件
数

令
和
5
年
分
の

個
人
事
業
者
の
消

費
税
の
申
告
件
数

は
令
和
5
年
10
月

か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス

制
度
が
開
始
し
た

こ
と
に
伴
い
、

1
9
7
万
2
0
0
0

件
（
対
前
年
比
＋

86
・
9
%
）
で
、

前
年
分
か
ら
91
万

7
0
0
0
件
増
加

し
ま
し
た
。
令
和

5
年
中
に
イ
ン
ボ

イ
ス
発
行
事
業
者

に
な
っ
た
者
は

1
9
7
万
6
0
0
0

人
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
期
限
内
の
申
告
者
数
は

1
7
4
万
4
0
0
0
人
（
約
9
割
）
で
す
。
ま
た
、

免
税
事
業
者
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
に

な
っ
た
者
は
1
0
4
万
8
0
0
0
人
で
あ
り
、

そ
の
う
ち
期
限
内
の
申
告
者
数
は
87
万

5
0
0
0
人
で
す
。
免
税
事
業
者
か
ら
イ
ン
ボ

イ
ス
発
行
事
業
者
に
な
っ
た
者
の
う
ち
、
2
割

特
例
を
適
用
し
た
申
告
者
数
は
73
万
4
0
0
0

人
と
な
っ
て
い
ま
す
。

か
つ
て
の
基
幹
税
で

今
も
1
兆
円
の
税
収
の
あ
る
酒
税

酒
税
は
か
つ
て
基
幹
税
で
、
今
で
も
1
兆
円

の
税
収
が
あ
り
ま
す
。
冒
頭
に
申
し
上
げ
た
通

り
、
酒
税
保
全
を
目
的
の
一
つ
と
す
る
酒
類
業

の
健
全
な
発
達
を
さ
せ
る
こ
と
は
税
務
行
政
の

任
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。

酒
類
業
界
は
、
国
内
市
場
は
少
子
高
齢
化
、

人
口
減
少
等
の
影
響
で
中
長
期
に
右
肩
下
が
り

の
縮
小
傾
向
に
あ
り
ま
す
。
他
方
で
酒
類
の
輸

出
の
状
況
は
、
特
に
ウ
イ
ス
キ
ー
と
清
酒
が
引

っ
張
っ
て
い
て
、
大
き
な
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
あ
る

中
国
や
ア
メ
リ
カ
が
そ
の
輸
出
を
牽
引
し
て
い

○ 等を活用したクラウドサービスを利用することで、インボイスの発行・受領双方の対応を、安価かつ効率的
に実施することが可能。また、主に発注元である小規模事業者の事務負担を更に軽減可能なサービスとして、発注元が
手配したサービス上で、受注側もその発注元に対して無料でインボイス発行が可能となるサービスも存在。

○ さらに、デジタルインボイスの国際標準（ ）に準拠したシステムの活用が進むことで、インボイスの授受・取り
込みの完全自動化を起点としてバックオフィス業務全体の効率化が可能（ に対応したサービスは既に販売済）。
発行時のサービス例
スマホ上でインボイスを手軽に作成・メール送信

発行元が契約したサービス上でインボイスを発行

企業
（発注）

フリーランス
（受注）

✓ 取引先管理
✓ 利用費は企業が全額負担
✓ インボイス発行・受領可

✓ 受注案件管理
✓ 無料で利用可能、スマホ簡単操作
✓ インボイス発行可

受領時のサービス例

インボイス対応を契機としてバックオフィス業務全体の効率
化にもつながるサービスの提供が徐々に拡大中

受領した請求書を一元管理し、決済までの事務作業を連携
させることでシームレスにデジタル完結

が読取情報を抽出・
提案（仕訳も自動作成）

連携で登録番号の有効性
を確認

✓

✓

スマホで撮影

買手向けサービス

（無料でも可能）

効果は売手にも

等を活用して請求情報も連携させれば、売掛金の入
金・消込もデジタル完結させることが可能になる

「 による読取＋国税庁公表サイトとの自動連携」
での読取結果をチェック・補正するだけでインボイス対応可能

インボイス
を作成

インボイス制度への対応におけるデジタル活用例
４重点課題への取組

▪資料8

酒
類
行
政
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る
状
況
で
す
。

こ
う
し
た
中
で
、
国
税
庁
は
大
き
く
「
酒
類

業
の
振
興
」
と
「
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
確
保
」

に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。「
酒
類
業
の
振
興
」

の
ポ
イ
ン
ト
は
、
商
品
の
差
別
化
・
高
付
加
価

値
化
及
び
マ
ー
ケ
ッ
ト
拡
大
の
た
め
の
海
外
市

場
の
開
拓
（
輸
出
促
進
）、
技
術
の
活
用
と
人
材

の
確
保
、
中
小
企
業
支
援
の
四
つ
で
す
。
酒
類

業
界
は
少
数
の
大
企
業
が
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
大
部

分
を
占
め
、
残
り
を
非
常
に
多
数
の
中
小
の
事

業
者
が
ひ
し
め
き
合
っ
て
い
る
と
い
う
傾
向
に

あ
る
た
め
、
中
小
の
事
業
者
に
し
っ
か
り
目
を

配
る
こ
と
が
重
要
で
す
。
中
小
の
事
業
者
の
人

材
育
成
は
、
酒
類
総
研
の
専
門
家
が
サ
ポ
ー
ト

等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

も
う
一
つ
の
「
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
確
保
」

の
取
組
と
し
て
は
、
中
小
の
事
業
者
数
が
非
常

に
多
い
と
い
う
業
界
の
特
徴
を
踏
ま
え
て
、
免

許
制
度
等
の
適
正
な
執
行
が
重
要
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
酒
類
業
の
健
全
な
発
達
を
期
し
て
い
く

た
め
に
、
公
正
な
取
引
環
境
の
整
備
も
重
要
で

す
。
公
正
取
引
委
員
会
と
も
連
携
し
て
取
引
の

実
態
を
把
握
す
る
ほ
か
、
20
歳
未
満
の
者
の
飲

酒
防
止
等
に
も
目
を
配
っ
て
い
ま
す
。

最
近
の
酒
類
市
場
は
、
出
荷
金
額
は
長
期
的

に
減
少
し
て
お
り
、
こ
こ
数
年
概
ね
横
ば
い
で

す
。
飲
食
店
消
費
に
つ
い
て
は
コ
ロ
ナ
禍
前
の

水
準
に
は
届
い
て
い
な
い
も
の
の
持
ち
直
し
て

き
て
い
ま
す
。
こ
う
い
う
中
で
酒
類
事
業
者
に

よ
る
国
内
外
の
新
市
場
開
拓
や
、
そ
の
経
営
改

革
、
構
造
転
換
の
支
援
等
を
行
い
、
強
い
産
業

と
し
て
育
成
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。
あ

る
い
は
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
に
よ
る
海
外
需
要
の
開

拓
の
た
め
、
酒
類
事
業
者
に
よ
る
酒
蔵
ツ
ー
リ

ズ
ム
の
取
組
支
援
を
通
じ
て
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
開

拓
の
支
援
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

令
和
5
年
の
日
本
産
酒
類
の
輸
出
金
額
は

1
3
4
4
億
円
と
な
り
、
過
去
最
高
と
な
っ
た

令
和
4
年
に
次
ぐ
水
準
で
す
。
た
だ
、
令
和
5

年
か
ら
伸
び
悩
ん
で
お
り
、
そ
の
要
因
と
し
て

中
国
の
景
気
等
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
政
府
の
輸

出
拡
大
実
行
戦
略
及
び
輸
出
目
標
を
踏
ま
え
、

海
外
需
要
開
拓
や
海
外
販
路
拡
大
の
支
援
を
よ

り
一
層
行
っ
て
い
き
ま
す
。

明
る
い
ニ
ュ
ー
ス
と
し
て
は
、
日
本
の
伝
統

的
な
酒
造
り
は
文
化
庁
の
登
録
無
形
文
化
財
に

登
録
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
現
在
、
ユ
ネ
ス
コ
無

形
文
化
遺
産
へ
の
登
録
の
検
討
が
さ
れ
て
い
ま

す
。
今
年
（
令
和
6
年
）
11
月
に
ユ
ネ
ス
コ
の

評
価
機
関
で
結
果
が
公
表
さ
れ
る
予
定
で
す
。

日
本
産
酒
類
を
振
興
す
る
た
め
に
、
酒
類
の

地
理
的
表
示
（
G
I
）
制
度
を
設
け
て
い
ま
す
。

ど
の
地
域
で
造
ら
れ
た
酒
か
と
い
う
こ
と
が
そ

の
名
称
か
ら
分
か
る
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
と
な
る

制
度
で
、
地
域
の
事
業
者

か
ら
提
案
が
あ
っ
た
酒
類

に
つ
い
て
国
税
庁
長
官
が

指
定
し
ま
す
。
国
内
は
も

と
よ
り
、
経
済
連
携
協
定

を
通
じ
て
海
外
で
も
そ
の

ブ
ラ
ン
ド
の
名
前
が
保
護

さ
れ
る
た
め
、
海
外
マ
ー

ケ
ッ
ト
で
の
高
付
加
価
値

化
に
も
つ
な
が
る
も
の
で

す
。
こ
う
し
た
制
度
も
活

用
し
て
い
た
だ
き
な
が
ら
、

酒
類
業
の
健
全
な
発
達
を

支
援
し
て
い
き
た
い
と
考

え
て
い
ま
す
。

以
上
、
税
務
行
政
の
現

状
と
課
題
を
テ
ー
マ
に
お

話
し
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま

し
た
。
冒
頭
に
申
し
上
げ

た
通
り
、
円
滑
な
税
務
行

政
の
執
行
に
は
中
小
企
業

に
最
も
身
近
な
存
在
で
あ
る
税
理
士
の
皆
様
の

ご
協
力
、
ご
支
援
が
要
と
な
り
ま
す
の
で
引
き

続
き
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。
ご
清

聴
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

（
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）


